
　

①電源開発促進税法
　 税率（ｋWｈ）
　 2003年9月まで　44.5銭
　 2003年10月～2005年3月　42.5銭
　 2005年4月～2007年3月　40.0銭
　 2007年4月から　37.5銭

①～③を合わせて電源三法という

（電 力 消 費 者）

電　力　会　社

（電源開発促進税）

一　般　会　計
3,230億円

3,042億円

金額は2015年度予算案から作成

②特別会計に関する法律

エネルギー対策特別会計
電源開発促進勘定

3,495億円

省庁別予算額
内閣府　　　 139億円
文部科学省 1,099億円
経済産業省 1,789億円
環境省 　　   466億円

271億円前年度
剰余金等

周辺地域
整備資金

雑収入

173億円

7億円

電源立地対策
○電源立地地域の振興
 　・インフラ整備
 　・産業振興
○電源立地地域の防災対策
○長期固定電源の理解促進
○地域との共生のための取り組みの充実・強化
○原子力防災・環境安全対策の充実・強化
○原子力に対する国民の理解増進のための施策

電源利用対策
○発電用施設の設置等の促進
○電気の供給円滑化対策
○原子力安全対策
○核燃料サイクルに関する研究開発の推進
○先端的な原子力科学技術の推進
○安全確保対策 等

原子力安全規制対策
○原子力発電施設等の安全確保
○原子力施設周辺の防災対策
○原子力事故被災者の健康管理 等

③発電用施設周辺
　地域整備法

電源立地
地域対策交付金

発電用施設の設置及び
運転の円滑化に資する
た め の 財 政 上 の 措 置

電源立地等
推進対策
交付金

電源地域
産業育成

支援補助金

電源地域
振興促進
事業費
補助金

など

※エネルギー対策特別会計は従来の電源開発促進対策特別会計と石油及びエネルギー需給構造高度化対策特別会計を2007年度に統合
　うち電源開発促進勘定で電源開発促進対策特別会計の業務を承継
※2007年度から電源開発促進税の収入は一般会計歳入に繰り入れ、毎年必要額を一般会計からエネルギー対策特別会計に繰り入れる
※この他、原子力損害賠償支援勘定として約8兆8,071億円が決定されている
※電源開発促進税の収入は2015年度概算額
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電源三法制度

出典：電気新聞「原子力ポケットブック2015年版」より作成

原子力・エネルギー図面集


